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デジタル原則について

◯デジタル庁のデジタル臨時行政調査会において、デジタル原則の全体像が示された。
◯ このデジタル原則では、人の介在を見直し、デジタル化を基本とすることとなっている。

（デジタル庁資料）
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デジタル原則について

◯各府省庁が所管する法令について、点検を実施し、見直しが必要と整理された事項のうち、
不動産鑑定事務所における不動産鑑定士の専任については、令和６年３月までに見直しを
完了することとなっている。

（デジタル庁資料）

不動産鑑定事務所における
不動産鑑定士の専任

（不動産の鑑定評価に関する
法律第35条第１項）
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【見直しの概要】

本通知の発出（専任規制を
廃止するものではない。）



通知文の補足説明（イメージ）
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A事務所

自宅等

ITの活用等

ITの活用等により適切な業務ができる体

制を確保していることを前提として、不動
産鑑定業者の事務所以外において通常
の勤務時間を勤務する場合であっても、
在籍、常勤しているものとして差支えな
いと考えられる。

通知文記２の内容 常勤性について

A事務所

一時的に業務が
行われていない

ITの活用等により適切な業務ができる体制を確保してい

ることを前提として、常勤する事務所において一時的に業
務が行われていない間に、一時的に他の事務所における
不動産鑑定業の業務に従事することも許容されると考え
られる。

通知文記３の内容 専従性について

B事務所
（他業者でも可）

A事務所の専任の不動産鑑定士

一時的に他の事務所
の業務に従事

ITの活用等

【例】 【例】
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